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は じ め に 

 

長崎県のほぼ中央に位置する県央地域は、東は有明海、西は大村湾、南は橘湾と、それぞれ

特長を持つ３つの海に囲まれ、北には県立公園の多良岳が聳え、豊富な水と豊かな自然環境に

恵まれています。多良山系の白木峰高原、山茶花高原、轟峡、野岳湖等では、豊かな自然を生

かした観光振興の取組も進んでおり、轟峡は全国名水百選のひとつにもなっています。 

県央振興局は、地方機関の再編により、県央地区・長崎地区・島原地区にあった９つの事

務所を再編･統合し、平成２１年４月に諫早市に開局しました。県央地域は県内外を陸路・空

路で結ぶ交通の拠点として重要な位置を占め、本地域の交通体系の整備は、本県の発展のた

めに欠かせないものとなっており、九州新幹線西九州ルートの開業に向けた島原道路に代表

する幹線道路やまちづくりと連携した街路・道路の整備等に積極的に取り組んでいます。 

また、県内唯一の一級河川である本明川をはじめ多数の河川を有しており、河川改修や治

山事業など防災対策についても事業の促進に努めています。 

農林業分野では、担い手の減少や高齢化、生産資材の高騰など多くの課題を抱えておりま

すが、地域の重要な基盤産業となる農業を目指して、品目別戦略の再構築、担い手の確保対

策、個別経営体の経営力強化、加工・流通・販売対策の強化など、様々な取組を進めるとと

もに、諫早湾干拓地における大規模環境保全型農業の推進や、優良農地の基盤整備、県産木

材の生産・流通拡大等による農林業の活性化に努めています。 

 保健分野においては、地域住民の健康増進、疾病予防、医療供給体制の充実を図るととも

に、環境汚染、食中毒、感染症、毒物劇物等の重大な健康被害の発生防止など健康危機管理

体制の強化に取り組んでいます。 

 また、「鳥インフルエンザ」や「口蹄疫」などの家畜伝染病の発生防止にも、細心の注意を

払いながら県をあげて取り組んでいます。 

 さらに、平成２８年度からは、諫早湾干拓事業によって創出された地域資源を利用した「『い

さかん』魅力発見！プロジェクト」を進めており、市民・県民の皆様が身近な地域資源に親

しむきっかけづくりを行っています。 

 今後とも、より地域に密着した振興局を目指し、関係市町及び関係機関との連携を密にし

本地域の発展のため、様々な取組を進めてまいります。 

 

平成３０年９月 

長崎県県央振興局長  嶋田 孝弘  
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１．人口・面積 

 
県央地区の人口の推移をみると、昭和 45 年から平成 17 年までは増加し、平成 2７ 年は前回

調査（H22）と比較して約 430 人の減少となっています。 

平成 30 年 1 月における住民基本台帳人口は、諫早市 136,382 人、大村市 93,987 人で県央

地区では 230,369 人となっています。 

県央地区の面積は 468.49ｋ㎡で県全体の 11.34％ですが、人口は県全体の 17.04％を占めて

います。 
 

 

 

 

面積（k㎡） 比率

長 崎 県 4132.32

県 央 地 区 468.49 11.34%

諫 早 市 341.83 8.27%

大 村 市 126.66 3.07%

（国土地理院 平成27年全国都道府県市区町村別面積調）

県央地区面積
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２．地理・地形 

 （１）諫早市 

 諫早市は、県の中央部に位置し、周囲を有明海、

大村湾、橘湾の３つの海に囲まれています。また、

北部には多良山系の山地がそびえ、西部は長崎半島

の、南部は島原半島のそれぞれ付け根にあたり、長

崎県内の交通結節点としての役割を担っています。 

 東部は、古くから行われている干拓によって県下

最大の穀倉地帯が広がっており、県全域で見ると数

少ない平野を形成しており、県内唯一の一級河川に 

指定されている「本明川」が、多良山系南斜面から諫早市街中心部を流れ、有明海に

注いでいます。 

（２）大村市 

（３）自然公園 

県央地区では、県立自然公園として、多良岳県立

公園及び大村湾県立公園が指定されており、県の

自然公園の約 36％を占めています。 

昭和 26 年指定の多良岳県立公園は、標高

1,076ｍの経ケ岳を主峰とし、多良岳、五家原岳

を中枢とする山岳群からなる多良岳系を源とする

河川は良好な渓谷美をなし、周辺の森林にはツク

シシャクナゲ、センダイソウの群落、ブチサンショ 

ウウオ等、学術上貴重な種を含む多様な動植物が生息・生育しています。 

昭和 41 年指定の大村湾県立公園は、県のほぼ中央に位置する大村湾沿岸と湾内の

島々からなり、大村湾北部の針尾瀬戸、西部のリアス式海岸、東部の大崎半島等の多様

な景観が見られます。また、湾南部の琴ノ尾岳、鳴鼓岳からは大村湾を中心に西彼杵半

島や多良岳が一望できます。 

 

 大村市は、県の中央に位置し、東は多良岳県立公

園、西は大村湾を望んでいます。また、長崎空港が

あることから、長崎県の玄関口としての面もあわせ

もっています。 

 市西部に位置する市街地は、郡川・大上戸川の扇

状地の上にあり、平野部は比較的広く、平野部から

山間部にかけてはなだらかな起伏となっています。 

                 市の東部は、標高 1,076ｍの経ヶ岳を筆頭に多良

山系の切り立った山地があり、各河川によって深い谷が刻まれています。 

長崎空港 ※大村市ＨＰより 

黒木渓谷（多良岳系）※大村市ＨＰより 
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3．産業構造 

県央地区の産業構造は、就業人口・総生産額ともに第三次産業の割合が最も高く、総生産は増加傾

向にあります。 

人口一人当たりの所得額は、県全体と比べると若干上回っております。 

産業別就業人口                （人） 

 

（平成 27 年国勢調査） 

産業構造別総生産 

（億円） 

 

（平成 27 年度長崎県市町民経済計算） 

47,812 

(7.7%)

51,695 

(8.2%)

125,674 

(20.1%)

127,183 

(20.2%)

450,488 

(72.2%)

450,757 

（71.6%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

平成22年

長崎県

623,974人

629,635人

6,054 

(5.7%)

6,097 

(6.0%)

23,171 

(21.8%)

22,341 

(21.9%)

76,908 

(72.5%)

73,534 

(72.1%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

平成22年

県央地区

101,972人

106,133人

4,120 

(6.5%)

4,250 

(6.9%)

14,729 

(23.1%)

14,341 

(23.1%)

44,921 

(70.4%)

43,406 

(70.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

平成22年

諫早市

61,997人

63,770人

1,934 

(4.6%)

1,847 

(4.6%)

8,442 

(19.9%)

8,000 

(20.…

31,987 

(75.5%)

30,128 

(75.4%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

平成22年

大村市

39,975人

42,363人

第一次産業 第二次産業 第三次産業

10,367
(23.7%)

6,983

(16.2%)

32,024

(73.1%)

34,545

(80.1%)

172

(0.3%)

453

(1.1%)

0% 50% 100%

平成2７年

平成26年

長崎県

43,822

43,103

1,119(2.6%)

1,257(2.9%)

4,190

(44.8%)

2,164

(27.1%)

5,013

(53.6%)

5,611

(70.3%)

36

(0.3%)

84

(1.1%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

平成26年

県央地区

7,979

9,361

118(1.5%)

120(1.3%)

3,376

(53.4%)

1,586

(31.5%)

2,831

(44.8%)

3,308

(65.7%)

24

(0.4%)

53

(1.1%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

平成26年

諫早市
87(1.7%)

90(1.4%)

5,036

6,322

814

(26.8%)

578

(19.6%)

2,182

(71.8%)

2,302

(78.2%)

11

(0.4%)

30

(1.1%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

平成26年

大村市

輸入品に課される税・関税等第一次産業 第二次産業 第三次産業

31(1.1%)

30(1.0%)

2,943

3,038
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一人当たりの経済規模 

 

 

2,898 (91.1)

2,974 (93.5)

2,523 (79.3)

2,176 (68.4)

2,318 (72.8)

2,559 (80.4)

3,063 (96.3)

1,433 (45.0)

2,079(65.3)

2,357(74.1)

4,240(133.2)

2,605(81.9)

2,601(81.7)

3,106(9７.６)

3,266(102.6)

2,487(78.1)

3,276(103.0)

4,579(143.9)

2,756(86.6)

2,873(90.3)

3,495(109.8)

3,927(123.４)

3,18２

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

新上五島町

佐々町

小値賀町

波佐見町

川棚町

東彼杵町

時津町

長与町

南島原市

雲仙市

西海市

五島市

壱岐市

対馬市

松浦市

平戸市

大村市

諫早市

島原市

佐世保市

長崎市

県央地区

長崎県計

（平成27年度長崎県市町民経済計算）

（単位：千円,カッコ内は長崎県=100とした指数）
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4．管内市の財政状況 

 

平成28年度の県央地区の普通会計歳入決算額は約1,080億円で、県全体（県下全市町の合計）

約6,855億円の15.8％を占めています。 

その内訳は、地方交付税 20.5％（県全体 27.2％）、地方税 25.2％（同 20.7％）、国庫支出金

17.6％（同 18.7%）、地方債 10.5％（同 9.3％）県支出金 7.7％（同 7.0％）となっており、 

県全体と比べ、地方税はやや高く、地方交付税・国庫支出金は低い割合になっています。 

また、普通会計歳出決算額は約 1,047 億円となっており、県全体約 6,660 億円の 15.7％を 

占め、その内訳は、普通建設事業費 15.1％（同12.1％）、人件費11.8％（同 13.6％）、扶助費

27.4％（県全体26.8％）、公債費11.1％（同12.1％）、補助費等10.8％（同 8.1％）、物件費

9.0％（同11.0％）となっています。 

 

6,370

15,755

22,125

地方交付税

186,645 

10,912 

16,277 

27,189 

地方税

141,638 

8,026 

11,037 

19,063 

国庫支出金

127,934 

3,716 

7,618 

11,334 

地方債

63,880 

3,241

5,036 

8,277 

県支出金

48,163 

8,831 

11,223 

20,054 

その他

117,289 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大村市

諫早市

県央地区

長崎県

平成28年度歳入決算額

(単位：百万円)

27.2%

20.5%

23.5%

15.5%

20.7% 18.7% 9.3% 7.0% 17.1%

25.2% 17.6% 10.5% 7.7% 18.6%

24.3% 16.5% 11.4% 7.5% 16.8%

26.6% 19.5% 9.0% 7.9% 21.5%

685,549

108,042

66,946

41,096

 

5,439 

10,363 

15,802 

普通建設事業費

80,449 

4,941 

7,391 

12,332 

人件費

90,323 

12,082 

16,591 

28,673 

扶助費

178,351 

2,726 

8,861 

11,587 

公債費

80,265 

4,096 

7,191 

11,287 

補助費等

53,859 

4,053 

5,399 

9,452 

物件費

73,376 

6,188 

9,449 

15,637 

その他

109,429 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大村市

諫早市

県央地区

長崎県

平成２8年度歳出決算額
(単位：百万円)

666,052

104,770

65,245

39,525

12.1% 13.6% 26.8% 12.1% 8.1% 11.0% 16.4%

15.1%

15.9%

13.8%

11.8%

11.3%

12.5%

27.4%

25.4%

30.6%

11.1%

13.6%

6.9%

10.8%

11.0%

10.4%

9.0%

8.3%

10.3%

14.9%

14.5%

15.7%

（総務省 平成2８年度市町村別決算状況調）  



＊面積については、Ｈ29.10.1時点の国土地理院市町村別面積調による

＊人口、世帯数については、H30.4.1現在の長崎県統計課推計人口による

＊県民税納税義務者数は、平成29年度最終課税調定状況報告書による

なお、（　）は法人県民税で外書

＊自動車登録台数は、Ｈ30.4.1現在の登録台数調による

平成29年度決算状況 （単位：千円、％）

397,107 97.8 97.3

99.4 99.3

繰 458,592 150,199 26,965 281,428 32.8 29.7決算額

現 19,124,517 19,008,671 167 115,679

計 19,583,109 19,158,870 27,132

区分 調定額 収入額 不納欠損額 収入未済額
収入歩合

当年度 前年度

5．県税

（平成３０年４月１日現在）
区分

面積 人口 世帯数
県民税
納　税

義務者数

事業税対象者数 自 動 車
登録台数

市名 （Ｋ㎡） （人） （世帯） （人） （社）

884
(2,528)

ゴルフ場利
用税課税対
象数

個　　人 法　　人
（台）

2,448 47,701 4

大 村 市 126.64 93,843

21,327

(769)

諫 早 市 341.79 135,323 52,359

49,362
476

747

30,828 2

20,198

島 原 市 82.97 43,941 17,117 292 0

2

229 581 14,739

239 593 14,297

116,451

雲 仙 市

2,120

15,155

214.31

南島原市

122,720合　　計 935.82

170.11

9
178,134

(5,830)

(598)

(595)

19,388

(1,340)

67,859

42,589 15,505

5,680359,900 139,020

1,31137,588

44,204

税務部の管轄は、諫早市、大村市の二市からなる｢県央地域｣と、島原市、雲仙市、南島原市
の三市からなる｢島原半島地域｣で構成されています。管轄区域面積は９36Ｋ㎡で、県全土の
約２3％を占めています。なお、島原地区には、地域住民の方々に対する窓口業務を行うため、
出張所を設け、県税の納付や納税証明、免税軽油、各種申告書、減免等の受付業務を行ってい
ます。

平成２９年度の管内県税収入額は１９１億５８８７万円で、県税全体の16.4％を占めていま
す。内訳は、個人県民税が48.3％（県税全体は32.2％）、自動車税が18.3％（同11.0％）、
法人事業税が22.1％（同19.3％）と、この三税目で全体の88.7％（同62.4％）を占めていま
す。特に個人県民税においては、諫早市と大村市の二市の調定額が約７割となっていることから、
この二市の動向により、当局の税収が大きく左右される状況となっています。

また、平成２９年度の管内の県税収入未済額は、前年度より6,627万円減の3億9,711万円

で、県全体の収入未済額の27.8％を占めています。このうち個人県民税の収入未済額は、前年

度より5,479万円減の3億6,947万円と全体の93％（県全体では89％）を占めていることから、

平成２１年度に設置した「長崎県地方税回収機構」を最大限に活用し、市との連携強化を図りな

がら、収入未済額の解消に全力で取り組むこととしています。

－6－



●県央管内
（単位：千円、％）

税　目 収入額 構成比
個人県民税 9,260,289 48.3
法人県民税 832,791 4.3
個人事業税 329,343 1.7
法人事業税 4,225,550 22.1
不動産取得税 578,880 3.0
ゴルフ場利用税 113,050 0.6
自動車税 3,500,783 18.3
軽油引取税 286,369 1.5
その他 31,815 0.2

合　　　 計 19,158,870 100.0

●県全体
（単位：千円、％）

税　目 収入額 構成比
個人県民税 37,588,637 32.2
法人県民税 4,510,686 3.9
個人事業税 1,316,634 1.1
法人事業税 22,550,178 19.3
不動産取得税 2,394,657 2.0
ゴルフ場利用税 294,573 0.3
自動車税 12,863,531 11.0
軽油引取税 7,449,296 6.4
県たばこ税 1,529,916 1.3
地方消費税 22,894,788 19.6
その他 3,511,350 2.9

合 　　　計 116,904,246 100.0

平成２９年度　税目別収入額比較

個人県民税

48.3%

法人県民税

4.3%個人事業税

1.7%

法人事業税

22.1%

不動産取得税

3.0%

ゴルフ場利用

税

0.6%

自動車税

18.3%

軽油引取税

1.5%
その他

0.2%

個人県民税

32.2%

法人県民税

3.9%

個人事業税

1.1%

法人事業税

19.3%不動産取得税

2.0%

ゴルフ場利用

税

0.3%

自動車税

11.0%

軽油引取税

6.4%

県たばこ税

1.3%

地方消費税

19.6%

[分類名]

2.9%

－7－
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6．商工業 

（1）商 業 

平成2８年経済センサス活動調査結果によると、県央地区の卸売業・小売業の事業所数は2,199、

従業者数16,487人となっています。また、年間卸売販売額は 2,941億円、年間小売販売額は2,298

億円となっています。 

 また、1事業所あたりの従業者数は 7.5人、1事業所あたりの年間販売額は 238.2百万円で、県

平均の6.4人、202.6百万円と比べ、従業員数・販売額とも県平均を上回っています。 

 

11,318

(9.6%)

15,174

(8.6%)

26,492

(９.0%)

315,477

(200%)

26,080

(22.0%)

53,863

(30.7%)

79,943

(27.2%)

218,875

(13.9%)

21,171

(17.9%)

41,918

(23.9%)

63,089

(21.5%)

312,857

(19.8%)

24,866

(21.0%)

28,149

(16.0%)

53,015

(18.0%)

284,529

(18.0%)

35,041

(29.6%)

36,537

(20.8%)

71,578

(24.3%)

446,684

(28.3%)

大村市

諫早市

県央地区

長崎県

農畜産物・水産物 食料・飲料 建築材料、鉱物・金属材料等 機械器具 その他

商品別年間卸売販売額

1,578,422

294,117

175,641

118,476

（

（単位：百万円）

6,288

(6.9%)

7,705

(5.6%)

13,993
(6.1%)

90,119
(6.4%)

37,921

(41.4%)

44,722

(32.4%)

82,643

(36.0%)

428,884

(30.4%)

13,906

(15.2%)

33,512

(24.2%)

47,418

(20.6%)

202,051

(14.3%)

33,528

(36.5%)

52,301

(59.5%)

85,829

(37.3%)

687,473

(48.8%)

大村市

諫早市

県央地区

長崎県

織物・衣服・身の回り品 飲食料品 機械器具 その他

商品別年間小売販売額

1,408,527

229,883

138,240

91,643

（単位：百万円）

 

      （平成2８年経済センサス活動調査結果） 
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（２）工 業 

平成２８年経済センサス活動調査結果によると、県央地域の製造業（従業者 4人以上の事業所）

の事業所数は３０６、従業員数 14,198人、製造品出荷額等は約4,829億円で、それぞれ県全体

の15.5％、24.7％、29.7％となっています。 

県央管内の1事業所あたりの出荷額においては、1,578百万円で、県全体の 826百万円と比べ

ると大きく上回っています。 

 

製造品出荷額等 

輸送用機械器具

357,147

(21.9%)

はん用機械器具

311,180

(19.1%)

電子部品・デバイス・
電子回路

262,143

(16.1%)   

食料品

273,039

(16.8%)

金属製品 56,545(3.5%)
窯業・土石製品

43,351(2.7%)

その他

324,802

(19.9%)

長崎県

(単位：百万円)

1,628,207

電子部品・デバイス・電子回路

260,477

(53.9%)

食料品

101,309

(21.0%)

金属製品 17,53１(3.6%)

生産用機械器具 ９,849(2.0%)

鉄鋼業 10,982(2.3%)

電気機械器具

10,623(2.2%)

その他

72,164

(14.9%)

県央地区

482,935

電子部品・デバイス・電子回路

214,257

(56.6%)

食料品

79,429

(21.0%)

金属製品 11,577（3.1％）

生産用機械器具2,997(0.8%) 鉄鋼業 10,982(2.9%) 電気機械器具

4,355(1.2%)

その他

54,730

(14.5%)

諫早市

378,327

電子部品・デバイス・電子回路

46,220

(44.2%)

食料品

21,880

(20.9%)

金属製品 5,954(5.7%)

生産用機械器 6,852(6.6%)

その他

17,434

(16.7%)

大村市
104,608

電気機械器具6,268(6.0%)

 

 
（平成２８年経済センサス活動調査結果）※従業者 4 人以上の事業所 
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（３）企業誘致 

企業誘致は、雇用創出、若者の県内定着に即効性があり、また、地域経済への波及効果も大きく、

県民の所得向上に寄与するものであるため、県では積極的に推進しています。 

諫早市は、県内でも屈指の交通の利便性を有し、「諫早中核工業団地」「諫早貝津工場団地」「山の

手工業団地」「諫早流通産業団地」「西諫早産業団地」の５団地が100％分譲済みです。また、大村

市の「大村ハイテクパーク」及び「オフィスパーク大村」も多くの誘致実績があります。諫早市で

は新産業団地（平成３３年度完成予定）、大村市では第２大村ハイテクパーク（仮称）（平成３１年

４月分譲開始予定）の整備が進められており、今後も県央地区に企業の集積が進むことが期待され

ています。 

  平成３０年５月３１日現在 

業     種 諫早市 大村市 立地年度 

液晶ディスプレイ用拡散フィルム   1 

Ｈ１２ 超硬具製造   1 

シリコンウェーハ製造   1 

シリコンウェーハ研磨   1 

Ｈ１３ 
精密クリーニング加工 1   

真空装置、真空機器類の製造他 1   

シリコンウェーハ製造   1 

コールセンター   1 Ｈ１４ 

半導体製造装置の研究・開発   1 Ｈ１５ 

一般貨物自動車運送業 1   
Ｈ１６ 

半導体シリコン基盤研磨・加工   1 

蓄光関連商品製造   1 
Ｈ１７ 

シリコンウェーハ製造   1 

ワイヤーハーネス製造   1 
Ｈ１８ 

自動車用バネ製造   1 

半導体シリコン基盤研磨・加工   1 Ｈ１９ 

自動車及び同部品、関連製品の研究・開発・製造等   1 

Ｈ２３ 自動車用新製品の開発・設計、グローバル部材、 

内製検討品等の評価、実験等 
  1 

水産食料品製造（明太子） 1   

Ｈ２４ 自動車・映像機器等の部品開発試作品から量産までの 

ワンストップ生産・技術開発拠点 
  1 

自動車内装品シートカバー縫製   1 Ｈ２６ 

産業機器及び環境機械の設計・製造・アフターサービス  １ Ｈ２７ 

防振・耐震素材の開発・製造及び販売  １ Ｈ２８ 

自動車部品の製造  １ Ｈ２９ 

計 4 ２０   

（長崎県企業振興課調べ ※産業振興構想（Ｈ12～22）、産業振興ビジョン（Ｈ23～27）並びに産業振興プラン（Ｈ28～32）に基づく誘致実績による。） 
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※諫早市ホームページより 

 

（大村市 赤…オフィスパーク大村、青…大村ハイテクパーク） 

※大村市商業振興課より 



7．雇用
（１）有効求人倍率の推移

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

全 国 0.68 0.82 0.97 1.11 1.23 1.24 1.66 1.49

長 崎 県 0.60 0.65 0.75 0.87 1.01 1.03 1.27 1.10

諫 早 0.75 0.77 0.83 0.92 1.16 1.14 1.58 1.39

大 村 0.53 0.58 0.59 0.75 0.88 0.92 0.99 0.92

（職業安定業務月報ながさき）

※数字は原数値（季節調整値は除外）

※「諫早」は、諫早公共職業安定所（管轄：諫早市、雲仙市）

※「大村」は、大村公共職業安定所（管轄：大村市、東彼杵郡）

※「倍率」は、年度平均

※「H30」は、平成30年4月の数字

●有効求人倍率については、年々回復傾向がみられ、全国平均では、平成25年10月に、長
崎県（平均）においては、２年遅れの平成27年10月に1.00倍を超えています。
●諫早及び大村公共職業安定所管内においても、全国及び長崎県（平均）と同様、年々回復傾
向がみられます。
●特に諫早公共職業安定所については、長崎県（平均）よりも早く、平成27年5月に1.00倍
を超えています（1.06倍）。
●平成30年４月現在、県内10か所ある公共職業安定所で、1.00倍を超えているのは、諫早
（1位・1.39倍）、佐世保（2位・1.37倍）、西海（3位・1.22倍）、壱岐（4位・1.19
倍）、島原・対馬（5位・1.18）、江迎（6位・1.01）の７か所となっています。大村は、
0.92倍となっています。

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

有効求人倍率の推移

全国 長崎県 諫早 大村
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（２）新卒者（高卒）の就職状況　 ※長崎労働局調べ

平成３０年3月31日現在

28.3卒 29.3卒 30.3卒
前 年
対 比

28.3卒 29.3卒 30.3卒
増 減
Point

合計 3,396 3,380 3,342 ▲1.1 98.8 98.8 98.4 ▲0.4 

男子 1,940 1,970 1,883 ▲4.4 99.2 99.4 99.0 ▲0.4 

女子 1,456 1,410 1,459 3.5 98.4 98.0 97.7 ▲0.3 

合計 1,731 1,804 1,795 ▲0.5 98.0 98.1 97.4 ▲0.7 

男子 848 914 861 ▲5.8 98.3 98.7 98.1 ▲0.6 

女子 883 890 934 4.9 97.8 97.5 96.9 ▲0.6 

合計 1,665 1,576 1,547 ▲1.8 99.7 99.6 99.6 0.0 

男子 1,092 1,056 1,022 ▲3.2 99.9 100.0 99.8 ▲0.2 

女子 573 520 525 1.0 99.3 98.9 99.2 0.3 

51.0% 53.4% 53.7% 0.3P 

49.0% 46.6% 46.3% ▲0.3P 

＜平成３０年３月新規学卒＞ 平成３０年3月31日現在

前年同期 H30.3

計 1,182 1,156 ▲2.2 144 89 20.1%

男 571 520 ▲8.9 61 49 

女 611 636 4.1 83 40 

計 622 639 2.7 128 151 43.6%

男 343 341 ▲0.6 59 80 

女 279 298 6.8 69 71 

計 1,576 1,547 ▲1.8 138 282 27.1%

男 1,056 1,022 ▲3.2 65 177 

女 520 525 1.0 73 105 

計 3,380 3,342 ▲1.2 410 522 27.8%

男 1,970 1,883 ▲4.5 185 306 

女 1,410 1,459 3.4 225 216 

※「諫早」は、諫早公共職業安定所（管轄：諫早市、雲仙市）

※「大村」は、大村公共職業安定所（管轄：大村市、東彼杵郡）

新規学校卒業者（高校）を対象とする内定状況（全体）

就
職
者
数

管
内

管
外

県
外

内 定 者 数

県 外 比

県 内 比

合

計

県

内

県

外

内 定 率

諫　早 大　村

新規学校卒業者（高校）を対象とする就職状況（県央地区）

割合

合計

県計
対前年比
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8．観 光 
 

長崎県のほぼ中央に位置する県央地域は、有明海・大村湾・橘湾の特性の異なる 3 つの海、多良山

系の山々に囲まれた美しい自然景観、長崎街道や眼鏡橋、大村市内の城下町等の歴史遺産などの観光

資源に恵まれています。 

平成 2９年の管内の観光客延数は約４０８万人（諫早市約２６１万人・大村市約 1４7万人）で、県

全体の 1２.１％を占めており、観光客延数のうち、7８.３％が日帰り客となっています。 

平成 28年の「九州ふっこう割」や「ねんりんピック」からの反動減や外国人宿泊客の減少により宿

泊客は減少しましたが、同年に比べイベント時の天候に恵まれたことや、観光施設の利用者が堅調に

推移したことにより、観光客延べ数は増えています。観光消費額も約 15９億円に増加し、県全体の4.

０％となっています。 

（平成 2９年観光統計）  

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

11,024,174

10,561,837

10,571,155

12,004,721

11,974,755

10,480,355

10,931,301

3,443,699

3,610,893

3,762,336 4,217,720

4,106,321

4,557,132
5,019,034

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

（単位：千円）

観光消費額

諫早市 大村市

※25年合計は、再算定後の数値



9．交通
　＜ＪＲ九州の県内の降客者数について＞
　　・平成27年度は、平成23年度と比べ約６．７％の増となっています。
　　・「諫早駅」は、県内2番目の降客者数ですが、この5年間は概ね横ばいとなっています。
　　・「大村駅」は、この5年間で約３.４％伸びています。

　＜長崎空港利用の降客者数について＞
　　・東京圏は、平成2８年度は平成2３年度に比べ、約２２万人の増となっています。
　　・関西圏は、平成2８年度は平成2３年度と比べ、約４万人の増となっています。
　　・九州圏は、航路の減（宮崎・鹿児島）により、降客者は減少していますが、大部分を沖縄線
　　　が占めており、その後の大きな増減はありません。
　　・県内の離島路線は、横ばいとなっています。

※乗客者数は、資料編参照

（単位：千人）
備考

対H23（率）

諫早駅 1,975 1,980 2,026 1,969 1,999 0.1 県内２位
大村駅 898 918 959 936 929 3.4 県内5位
長崎駅 3,888 3,877 3,966 3,907 4,043 3.9 県内1位
佐世保駅 1,305 1,337 1,399 1,440 1,478 13.2 県内３位
県内計 14,629 14,850 15,402 15,353 15,619 6.7 ―
（長崎県統計年鑑）

※乗客者数及び詳細は、資料編参照

対H23
690 751 814 862 937 909 219
336 386 401 405 411 383 47

60 64 67 74 79 75 15
29 30 28 32 28 30 1
64 69 69 69 67 65 1

7 15 14 29 20 17 10
（長崎県統計年鑑）

Ｈ26

H27
H28

（単位：千人）

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 H26

Ｈ27

国 際 線

　◆ＪＲ九州各駅の降客者数

　◆長崎空港の降客者数

東 京 圏
関 西 圏
中 部 圏
九 州 圏
県 内 離 島

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

1,975 1,980 2,026 1,969 1,999
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3,888 3,877 3,966 3,907 4,043
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１０．新幹線 
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（新幹線事業対策室より）  
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11．教育 

県央管内には、平成29年5月1日現在、小学校43校・中学校23校・高等学校12校・特別支援

学校６校に、31,104名の児童生徒が在籍し、2,803名の教職員による教育活動が行われています。 

平成29年3月の高等学校卒業者の進路は、大学等への進学率は42.9％（県全体43.7％）、就職率

は2９.１％（県全体29.7％）となっています。 
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県央地区児童・生徒数の推移状況

小学生 中学生 高校生

（長崎県統計課 学校基本調査）各年5月1日現在。

 

 

 



（１）医療供給体制

（２）人材育成

     ◎新任期保健師研修【後期】

（３）食品衛生対策

 　◎食品収去検査の状況

（４）医薬品等安全対策

　◎自生けしの抜去（抜去前）

12.　保健

●県央地域保健医療圏域(諫早市・大村市・東彼杵郡)には、平成３０年3月31日現在、
病院3２、一般診療所25０、歯科診療所129の医療施設があり、地域医療の中核病院で
ある地域医療支援病院として、独立行政法人地域医療機能推進機構諫早総合病院、独立
行政法人国立病院機構長崎医療センター、独立行政法人国立病院機構長崎川棚医療セン
ターが指定されています。

●食品の安全性確保のため、食品の調理、製

造、販売施設の許認可や監視指導及び管内で

製造または流通する食品の収去検査を計画的

に実施しています。

◎ 平成29年度実績

・監視指導延件数 3,023件

・食品収去検査数 722件

●医薬品等の有効性、安全性の確保を図るた

め、及び毒物劇物、麻薬・向精神薬・覚せい

剤原料に起因する事故等を防止するため、薬

局、医薬品販売業者、病院等に対し監視指導

を実施しています。

◎ 平成29年度実績

・薬事監視 434件

・毒物劇物監視 88件

・麻薬等監視 390件

●「教育保健所」として位置づけられてお
り、体系化した研修プログラムに沿って
県・市町の地域保健専門職員に対する教育
研修を行っています。

●保健師・栄養士等の学生実習調整のほか、
ＪＩＣＡ集団研修等の研修事業を実施して
います。

※JICA：独立行政法人 国際協力機構
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（５）環境保全・廃棄物対策

　　　　　◎廃棄物パトロール

（６）健康対策

（７）保健福祉対策

　◎動物愛護講演会「犬のしつけ方教室」 ◎自殺対策「ゲートキーパー養成講座」

●廃棄物の適正処理を推進し、地域の環境
を保全するために産業廃棄物処理業者等に

対し、立入検査および指導等を行っていま
す。

◎ 平成29年度実績
・産業廃棄物立入検査関係 1,518件

・不法投棄発見 15件

●公共用水域の水質検査を11地点で延べ

114回調査しています。

●工場・事業場の監視指導を行っています。
◎ 平成29年度実績

・水質汚濁 435件

・大気汚染 206件

●健康づくり対策、歯科保健対策、難病対策、結核・インフルエンザなどの感染症をは
じめとする疾病の予防や医療対策など、住民の健康増進を目指した事業を行っています。
●難病対策として支援体制の整備に取り組んでいます。

◎平成29年度特定医療費（指定難病）受給者証所持者数 2,317人
●管内は結核患者罹患率が全国値より高く予防から治療までの結核対策に取り組んでい
ます。

◎平成29年新登録患者数 38人（喀痰塗抹陽性者14人）
●社会福祉施設における感染症対策に取り組んでいます。

◎社会福祉施設感染症対策指導者養成研修2回､フォローアップ研修1回開催（平成29
年度）
●給食施設の栄養・衛生管理とその施設の利用者の健康づくりを推進しています。

◎平成29年度給食施設巡回指導数129件

●長期療養児や発達障害児等の相談・支援体制づくりなどを行っています。
●精神保健に関する相談や精神障害者の地域生活の支援、自殺対策、ひきこもり対策な
どを行っています。

◎平成2９年度
・相談件数：1,709件

●在宅医療介護の連携推進や認知症施策の推進支援など、市町の地域包括ケアシステム
構築推進に取り組んでいます。
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13．農林

（1）農業

管内は、中山間地域が多く、海岸沿いの温暖な気候を利用して果樹を中心とした農業生産
が 営まれている「長崎・西彼地域」と平野部から中山間とさまざまな地形条件を活かし、
多種多様な農作物が生産されている「県央地域」で構成されています。

①「長崎・西彼地域」の農業
長崎・西彼地域は、総土地面積69,712haのうち7.5％にあたる5,200haが耕地と

なっています。このうち、畑の割合が78％と特に高く（県平均は54％)、温州みかんや
全国一を誇るびわなどの果実類が盛んに生産されており、県内果樹農家総戸数の42％、
総栽培面積の43％を占めています。
また、畜産の生産も盛んであり、特に豚では、1経営体当たりの飼養頭数が、県平均

の2,079頭の約1.6倍である3,276頭と、規模の大きな養豚経営が営まれています。
しかしながら、農家戸数は減少を続けており、2015年農林業センサスでは販売農家

戸数が2,664戸と、2010年と比べ17％減少し83％となっており、県全体の86％を
上回る率で減少が進んでいます。
基幹的農業従事者の平均年齢は、県全体の65歳より各市町とも高く、担い手の高齢化

が引き続き進んでおります。
今後は、みかん産地の再生に加え、災害に強いびわ産地づくり、園芸主体の経営体に

よる新たな産地の形成や、畜産クラスター計画に基づいた収益性の高い畜産経営の確立
など、地域の重要な基幹産業である農業の所得向上を目指します。

②「県央地域」の農業
県央地域では、総土地面積63,605haのうち16.3％にあたる10,365haが耕地と

なっています。このうち水田面積は5､479haと県下一の穀倉地帯を有し、平野部から
中山間とさまざまな地形条件を活かした米、麦、大豆、野菜類、果実類、花き、茶等の
工芸作物､酪農、肉用牛、豚など、多様な農業が営まれています。特に麦類の作付面積は
県全体の55％、同様に大豆は70％、茶は64％と県内でも有数の産地となっています。
農家戸数は、201５年農林業センサスによると販売農家戸数が4,753戸で、2010年

と比べ13％減少し87％となっており、県全体の平均とほぼ同様となっています。
基幹的農業従事者の平均年齢は県全体の65歳と比較して、大村市がほぼ県平均である

以外は２～５歳高く、引き続き担い手の高齢化が進んでいます。
今後は、平坦な穀倉地帯並びに圃場整備やかんがい施設の整備が行われた畑地帯、お

よび諫早湾干拓等を中心に、産地の維持・拡大を図るため、新たな担い手となる就農支
援を行いつつ、県内でも有数の食糧供給地帯を目指します。

第64次九州農林水産統計年報（H28～29年）、 2015年世界農林業センサス、
長崎県家畜・家きん飼養頭羽数等調べ（H29.4.1）より

・温州みかんのブランド化

（シートマルチの実施）
・日本一のびわ産地
（なつたよりの面積拡大）

・肉用牛（肥育）
(ながさき和牛のブランド化）
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・ミニトマトの施設栽培
(新規参入者による産地拡大も）

・加工業務用キャベツ
(今後産地の拡大が期待される）

・効率的な

大規模養豚経営

・大粒・鮮赤・甘くて程よい酸味の

いちご「ゆめのか」
・出荷を控えたカーネーションと

本県オリジナル品種「だいすき」

・県下一のアスパラガス産地 ・県内一の茶産地

｢いさはやポテト元気くん｣
の基盤整備圃場での収穫風景

品質が高く市場評価も高い
｢早生たまねぎ」の収穫風景

定時・定量・高品質出荷の
冬にんじん（品評会風景）

諫早平野は、県内一の穀倉地帯となっています。（高温耐性品種「にこまる」の栽培）
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営農者の内訳

29年度作付状況（単位：ha）

野菜
飼料作物

緑肥
諫早湾干拓全景 施設園芸

ハウスレタス栽培

しそ栽培 キャベツの収穫 ミニトマト栽培

　

58
合　計 1,150

品目
508
246
172

収獲済面積

経営形態 経営体数

37

166

法　人
個　人
合　計

その他作物

19
18

③ 交通・通信網の整備による生活圏の拡大近年の情報通信技術の飛躍的な発展により、情報通信基盤の整備も進み、住民生活における時間・距離の制約が縮小し、実質的な生活圏域も拡大。④ さらなる行財政改革の要請近年、地方公共団体の財政を取り巻く環境は非常に厳しい状況にあり、組織体制のスリム化など行財政改革へのさらなる取組が求められる。

③「諫早湾干拓」の農業
営農開始から10年目を迎えた諫早湾干拓地では、666haの農地に37経営体（法人１

9、個人18）が野菜、花き、飼料作物等を栽培しています。

安全・安心な農産物を供給する一大産地を形成するため、長崎県特別栽培農産物（化
学肥料５割以上減、化学合成農薬５割以上減）、有機ＪＡＳ農産物（無化学肥料、無化

学合成農薬）の認証、または特別栽培と同レベルの環境保全型農業直接支払交付金への

取組みをめざしています。
２9年度は、38品目、収穫済面積としては延べ1,150haの農産物が栽培され、耕地

利用率は173％と県平均の約2倍となっております。
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○整備前の全景〔平成29年4月撮影〕

○整備後の全景〔平成30年1月撮影〕

 ≪有喜南部地区の概要≫

場　　所：諫早市　天神町・中通町・早見町

事業工期：平成２６年度～平成３２年度
              ○完成した圃場での作付け状況

受益面積：６６．８ha

主要工事：区画整理６１．３ha

　　　　　畑地かんがい６６．８ha

主要作物：バレイショ、ニンジン

              ○バレイショの収穫状況 ○ニンジンの収穫状況

　　　　　≪作付率≫

整備前：101.6％⇒整備後：188.6％

担い手農地集積率(ｼｪｱ)：約57％ 〔H29計画変更時点〕

（2）農村整備

 整備された畑地帯　有喜南部地区 ～農業競争力強化基盤整備事業　農地整備事業(耕作放棄地型)～

管内は、大村湾を囲む長崎・西彼地域及び、諫早・大村・東彼杵地域からなり、その耕地面積は県
下全体の33％となっています。

長崎・西彼地域は、地形は複雑で起伏が多く平地に乏しい急傾斜地で、耕地面積は県全体の11％、
平成２9年度における区画整理の整備率は水田44％（県平均57％）、畑１5％（県平均26％）と低
くなっています。基盤整備として、耕作放棄地化を解消するための畑作地帯の区画整理や海岸保全な
どの防災事業を実施しています。諫早・大村・東彼杵地域は、平成諫早湾干拓地や小野・森山の干拓
地及び大村市の平坦地において食糧エネルギー供給地帯を目指しています。また、多良岳山麓及び橘
湾に面した丘陵地帯では、畑作が盛んでバレイショ、タマネギ、ニンジンのほか、茶の産地にもなっ
ています。耕地面積は県全体の22％を占めており、平成２9年度における区画整理の整備率は水田
74％、畑４7％であり県下でも高い整備率となっています。基盤整備として、平成諫早湾干拓地の背
後となる水田地帯の排水対策や、畑地帯の区画整理・かんがい用水の確保、川棚町の農道網の整備を
行っています。防災対策としては、農村地域の災害を未然に防止するための老朽化したため池等の整
備に取り組んでいます。

バレイショ ニンジン
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（3）森林・林業

①森林の現状

管内の森林は国有林6,052ha、民有林61,075ha（公有林8,704ha、私有林

52,371ha)であり、森林が総土地面積の50％を占め、民有林の人工林率は47％となっ
ています。
大村湾東岸から有明海に面した多良山系は土地生産力が高く、生立する樹木の形質も

良く、本県優良林業地帯であるとともに、地理的条件にも恵まれ流通加工の拠点となっ
ています。

大村湾西岸の西彼杵半島を主とする低山地帯は、概して土地生産性が低いものの、良
質なヒノキが生産されています。この地域には、「長崎県民の森」や「長崎市民の森」
が整備され、県民の憩いの場となっています。

②主要施策
(１) 森林整備の促進

人工林の森林資源の蓄積量は、年々増加している状況にあり、このような中で森林
の持つ多面的機能の維持・向上を図りつつ、木材生産の効率化に努め、森林・林業地
域の所得向上を図り、林業の成長産業化を進める事とします。また、木材加工施設の
活用を図るとともに、木材・特用林産物需要拡大への取組を推進します。

◎平成29年度の事業は次のとおり実施しました。
・森林整備

搬出間伐 767 ha 、作業道 122,154 m
◎平成30年度の事業計画は次のとおりです。
・森林整備

搬出間伐 767 ha 、作業道 86,000 m

(２) 保安林の整備と治山事業の充実
近年の局所的な集中豪雨等に伴う激甚な山地災害の多発、夏の長期的な日照による

水不足及び生活環境の保全を図るため、水源地域整備事業をはじめとする各種治山事
業を実施し、保安林機能の充実と安全で住みよい県土づくりを推進しています。

◎平成29年度の事業は次のとおり実施しました。
・治山事業 10 か所 293,615 千円

◎平成30年度の事業計画は次のとおりです。
・治山事業 11 か所 467,540 千円

(３) 林道網の整備
効率的な林業経営の展開と森林の多目的総合利用の推進等を図るため、森林基幹道

をはじめ公共林道を整備する一方、県単独林道等を整備し、地域林業の活性化と生活
環境の整備に役立てています。

◎平成29年度の事業は次のとおり実施しました。
・林道開設事業 2 路線 106,497 千円
・林道改良事業 3 路線 31,800 千円

・林道災害復旧事業 1 路線 20,662 千円
◎平成30年度の事業計画は次のとおりです。

・林道開設事業等 2 路線 59,963 千円
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（近景）

１．安全で住みよい県土づくり：平成29年度本川内地区緊急予防治山事業（長与町）

２．特用林産物の生産（長崎市）

　　　　　株式会社　きんかい茸　（エリンギ栽培）

　　　　　平成29年度ながさき農林業大賞林産部門　

　　　　　長崎県知事賞受賞 ３．未利用広葉樹の活用（東彼杵町）

　早生樹の育成（センダン）

　　　

４．搬出間伐による素材生産（管内全域） ５．森林教育（諫早市高来町轟峡）

　　　土場での搬出材の検収 　　8月11日「山の日」記念

　　　　親子イベント（苔玉作り）
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